
準学校法人の寄附行為及び寄附行為変更の認可に関する審査基準 

(令和７年（２０２５年）６月１２日県知事決裁) 

 

熊本県知事が私立学校法（昭和 24 年法律第 270 号）に基づき認可する準学校法人

の寄附行為及び寄附行為の変更の申請に係る審査に当たっては、私立学校法その他の

法令のほか、この審査基準によって審査する。 

 

Ⅰ 法人の資産について 

 

１ 基本財産（私立学校法施行規則（昭和２５年文部省令第１２号）第３条第６項の

規定するもの） 

（１） 次の施設及び設備又はこれらに要する資金を有すること。 

イ 施設 

（イ） 校地（校舎敷地、屋外運動場、実験実習地等） 

（ロ） 校舎 

校地及び校舎の面積は、学校の種類及び生徒数に応じて相当のものであ

ること。 

ロ 設備 

（イ） 教具（教育上必要な機械、器具、標本、模型等） 

（ロ） 校具（教育上必要な机、腰掛等） 

（２） 基本財産は原則として負担付（担保に供せられている等）又は借用のもので

ないこと。ただし、特別の事情があり、かつ、教育上支障のないことが確実と

認められる場合には、この限りでない。 

２ 運用財産（私立学校法施行規則第３条第６項に規定するもの） 

運用財産としては、学校の種類、規模に応じて毎年度の経常支出に対し授業料、

入学金等の経常的収入その他の収入で収支の均衡が保てるものであること。 

３ 総資産額に対する前受金を除く総負債額の割合が３割以下であり、かつ、従来設

置している学校のための負債に係る償還計画が適正であると認められるものであ

ること。 

 

Ⅱ 各種学校、専修学校の基準について 

 

１ その設置する各種学校が次の基準を充していること。 

（１） 修業年限は１年以上、授業時数は１年６８０時間以上であること。 

この場合 

① この要件は、当該学校の臨時的または付随的な課程を除く課程について該

当することを要すること。 

② 「修業年限」は、一定の時期に就学し、修了することとなっており、かつ、



学則で定められていること。 

③ 授業時数については、学則で定める教育の内容に従って組織的系統的に計

画されている時数が１年６８０時間以上であること。 

２ その設置する専修学校が「専修学校設置基準（昭和５１年１月１０日文部省令第

２号）」を充していること。 

３ 生徒数は、８０人以上であること。 

この場合 

（１） 「生徒定数」は、学則で定める収容定員のうち１の要件に該当する各課程に

おいて同時に収容する生徒の収容定員の合計とする。 

４ 生徒定数に応じ相当数の専任教員を有すること。 

この場合 

（１） 「専任教員」とは、もっぱら当該学校に勤務して教育に従事する者（助手お

よびこれに類する者を除く。）をいう。 

（２） 専任教員の数は、各種学校規定の趣旨にかんがみ、特別の場合（たとえば、

国語、数学等おおむね講義による科目を主として教授する課程である場合）を

除き、おおむね生徒定数４０人につき１人以上であること。ただし、昼夜の課

程を置く場合は、これらの課程の間において兼務とするもさしつかえない。 

５ 学校の経営が営利企業的でないこと。 

この場合 

「営利企業的でない」とは、公益法人として適正な経理及び運営が行われ、営利的

な仕組みとなっていないことをいい、少なくとも、次の要件をみたしていることを要

するものとする。 

（１） 当該法人が生徒から経常的に受け入れる授業料その他の金額の総額は、教職

員の給与、研究費および共済組合等の掛金、生徒諸費（支給教材費およびこれ

に関連する費用、支給奨学金およびこれに類する費用、生徒の保健費および福

利厚生費ならびに生徒の娯楽運動に要する費用をいう。）ならびに教育用備品

費（図書費、教具費および校具費をいう。）の総額のおおむね１．５倍相当額の

範囲内であること。 

（２） 財産の寄付者、役員および管理的地位にある職員の各々について、その者な

らびにその配偶者および三親等内の親族（以下「特定の者およびその関係者」

という。）が当該法人から受ける給与（本俸のほか、手当、賞与等を含み、実費

弁償費を除く。以下同じ。）その他の金品の合計額は、当該法人が教職員その他

の者（校務を担当する常勤の役員を含む。）に対して支給する給与・報酬の総額

のおおむね２割（その額が特定の者およびその関係者以外の常勤の教職員の平

均給与の月額の３倍（特定の者およびその関係者である校務を担当する常勤の

役員または教職員が２人以上の場合は４倍）に相当する額よりも低い場合は、

当該額とする。）の範囲内であること。 

（３） 校長その他教職員としての勤務に対する給与を除き、校務を担当する常勤の



役員以外の役員は、その地位について報酬（給与に準ずるものに限る。）を受け

ないこと。 

（４） 学校の施設には教育目的以外の目的のために継続的に使用される施設（財産

の寄付者ならびにその配偶者および３親等内の親族が居住その他の用に供し

ているもの等）が含まれていないこと。 


